
は じ め に

理学療法部門の組織について

国立病院機構が発足して１３年が経過している．そ
の間のリハビリテーションを取り巻く環境は大きく
変化し，国立病院機構のリハビリテーション部門も
大きく様変わりしている．

理学療法士の数を見てみると，平成１６年の国立病

院機構発足時には，５７９人であったものが，平成２９
年には１，４７３人と２倍以上に増えている．年代別で
は３０代が最も多く４７５人（３６．１％），次いで２０代３９１
人（２９．７％），４０代３２５人（２４．７％），５０代１２５人（９．５％）
となっている．過去５年間で最も伸び率が高いのは
４０代で２倍となっている（図１）．
理学療法士の年齢の分布と経験年数の分布を示し
たのが，図２のグラフとなっている．経験年数につ
いては，この１０年で急激に人数が増えた影響により，
経験年数の浅い理学療法士が多く，経験年数５年以
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図１ 国立病院機構における理学療法士数の推移

図２ 理学療法士の年齢構成・経験年数構成
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理学療法業務のあり方について

下が全体の３０％，１０年以下が６１％となっている．年
齢については，経験年数のグラフとは異なり，４５歳
を境として違いがみられ，４５歳以下は各年齢とも４０
―５０人に対して，それより上の年齢層は２０人ないし
はそれ以下となっている．これは，図３に示すよう
に，新採用者の年齢がやや高めであり，経験年数５
年以下を見てみると，２０代が３３０人，３０代が１０２人，４０
代以上が２０人で，平均２８．３歳とやや高いことがわか
る，国立病院機構には社会経験がある方が新たに理
学療法士となって入職するというケースも意外と多
いことがわかる．
役職者について見てみると，理学療法士長１１２名，
副理学療法士長２６名，主任技師１３８名となっており，
全施設数より士長の数が少なく，士長の未配置施設
がまだ存在している．副士長，主任の数も少ない状
態である．他の医療職（二）では，副技師長と主任を
合わせた数は，職域の人数の３５％程度となっている
が，理学療法士は１１％にとどまっている．疾患別リ
ハビリテーション以外にも，病棟配置や院内横断チ
ームなど業務内容が多岐にわたってきているので，
各分野での責任を担うためにも主任の複数配置は急
務と考える．人数的には拡充がみられているが，理
学療法士数に対しての副理学療法士長や主任の配置
が施設により異なり，組織としてはまだ十分に成熟

はしていない側面がみられるので，今後は施設・リ
ハビリテーション部門の持つ役割などを勘案しなが
ら組織の拡充が必要な時期になってきていると考え
る．

国立病院機構における理学療法業務としては，急
性期に対するリハビリテーション，回復期病棟・地
域包括ケア病棟におけるリハビリテーション，セー
フティーネット医療におけるリハビリテーション業
務以外に，呼吸ケアサポートチームなどの院内横断
チームや糖尿病教室などへの構成員としての役割も
求められている（図４）．
さらに地域包括ケアシステムに向けて地域との連
携の強化が求められ，連携パスなど情報提供に関す
る書類の作成の増加や退院支援カンファレンスなど
業務量の増加が予想される．
現在の理学療法士の業務量に関しては，実施単位
数が指標となっている．平成１８年度の診療報酬改定
で疾患別リハビリテーション料が新たに設定さ
れ，１日あたり１８単位が標準とされたことにより，
理学療法士１人で平均１８単位という概念が定着して
いる．その後「チーム医療の推進に関する検討会」

図３ 理学療法士の現状（①年齢と経験年数 ②年齢とNHO勤務年数）
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加算・指導料
　・栄養サポートチーム加算 44施設

　・呼吸ケアチーム加算  36施設

　・排尿自立指導料 ７施設

　・精神科リエゾンチーム加算 ４施設

がん関係
　・がん患者リハビリテーション料 62施設

地域包括ケア病棟
　・地域包括ケア病棟入院料 23施設

　・地域包括ケア入院医療管理料 ４施設
（平成29年１月現在）

地域医療構想（地域包括ケアシステム）に向けて

が開催され，平成２２年度以降の診療報酬の改定にお
いて「栄養サポートチーム」「呼吸ケアチーム」「緩
和ケア診療加算」「排尿自立加算」などのチーム医
療が推進されたことにより，理学療法士の院内横断
チームへの参画が求められ，各施設で対応している．
現在はこのように理学療法業務以外の業務量も多く
なっているのにかかわらず，理学療法士の業務評価
の指標は以前と変わりなく単位数のみでの評価とな
っていて，以前と同様に基本１８単位が求められてい
る．単位数を維持するためには院内横断チームへの
介入量を減らすか，介入量を維持するためにカルテ
やサマリー記載等の業務を時間外に行って維持する
などの労働環境上好ましくない状況も生じている．
そのため理学療法業務以外の業務内容・業務量を目
に見える形で表していくことが必要であり，単位数
のみではなく総合的に業務量を提示していく必要性
が求められる．

地域包括ケアシステムにおいて，理学療法士に求
められる役割として①介護予防における役割②地域
ケア会議における役割③医療・介護連携における役
割がある．
国立病院機構は多様な医療を提供しているが，急

性期・回復期病院においては一連の流れとして，よ

り早期からのリハビリテーションの介入，継続的に
リハビリテーションを提供できる体制（３６５日リハ），
病院間や地域との連携の強化そして地域で生活でき
るADL能力の獲得・評価（質的評価・アウトカ
ム）と考えられる．地域包括ケア病棟では，地域よ
りの緊急時の受け入れ，在宅・生活復帰支援など本
来の意味での地域包括ケア病棟の役割がより大切に
なってくると考えられる．セーフティーネットの施
設では，継続的な医療サポート・リハビリテーショ
ンの提供，レスパイト入院等への対応の増加などが
求められてくると考えられる．国立病院機構の組織
は，全国的な展開で病院の点と点の連携となってい
て，地域医療構想の想定している「限局された地域
での面という展開」とは異なっている．さらに多様
な医療資源を提供する場であり，「生活・介護・医
療等の地域生活での展開」とも若干趣を異にしてい
る．国立病院機構というスケールメリットを前面に
押し出すのではなく，個々の病院の機能，置かれた
環境・地域性により立ち位置が異なってくることを
念頭に置くべきである．
これらのことを考えると，国立病院機構のリハビ
リテーション・理学療法部門として，地域ケアシス
テムに対してこのように取り組んでいくという画一
的な指針を示すことは困難であるが，それぞれの分
野で先駆的な取り組みを行っている施設も多く，そ
の取り組み内容・課題・問題点などを，同様の課題
を抱えている他施設へ提示することは，各組織での
地域包括ケアシステム構築の一助になると考えてい

つな

る．国立病院機構の各施設の横の繋がりをより密に
することが必要であり，国立病院理学療法士協議会
としてもさらに努力していく必要がある．

〈本論文は第７１回国立病院総合医学会シンポジウム「リ
ハビリテーションからの変革・チャレンジ －私たちが
本領を発揮する時代を創成しよう－」において「理学
療法士の現状と課題，理学療法の今後の指針，取組み」
として発表した内容に加筆したものである．〉

著者の利益相反：本論文発表内容に関連して申告な
し．

図４ チーム医療にかかわる届け出状況
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